
１．行政経営改革プランの推進

 

２　総合計画後期基本計画の策定

○ 事業費 ３１，９５５千円平成２３年度～２７年度の後期基本計画の策定

指定管理者制度の導入

市税徴収率の向上

・納税促進員の活用

関係経費

・インターネット公売の実施　

○ 　１６，３８１千円

・新潟県地方税徴収機構への参加

・コンビニ収納の促進

市有地の売却促進 財産売払収入

・未利用市有地等の売却促進

○

○ ８０，７２６千円

１５９，３６１千円

電子市役所の推進（再掲）

・公共施設予約や申請・届出のオンライン化

・市税等のコンビニ収納の運用

・庶務事務システム導入用等

推進事業費

　　平成２２年度導入予定　６施設

　　前年度比　職員数　△５１人　　職員人件費　△４９１，１８８千円

○

○ 職員の適正配置と人件費の削減 △４９１，１８８千円前年度比　

効果額 △１５，５０５千円

 Ⅳ　その他
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